
一ツ瀬川県民スポーツレクリエーション施設

指 定 管 理 者 募 集 要 領 様 式 集

それぞれの様式を作成するに当たっては、この用紙そのも

のを使用する必要はなく、ページ数の制限もありませんので、

記入欄の枠は自由に設定してください。

ただし、用紙の大きさは日本工業規格Ａ列４番とします。

なお、参考資料の添付も認めます。
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（様式第１号）

現地説明会参加申込書

平成 年 月 日

宮崎県企業局長 殿

所 在 地

申請者 団 体 名

代表者氏名 印

一ツ瀬川県民スポーツレクリエーション施設の指定管理者募集に関する現地説明会への

参加について、下記のとおり申し込みます。

記

部 署 名 役 職 名 氏 名

（連 絡 先）

部 署 名

担当者名

電 話

Ｆ Ａ Ｘ

- m a i lＥ
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（様式第２号）

質 問 書
平成 年 月 日

宮崎県企業局長 殿

（ＦＡＸ ）0985-26-9754
（ ）E-mail kigyo-somu@pref.miyazaki.lg.jp

所 在 地

申請者 団 体 名

代表者氏名

一ツ瀬川県民スポーツレクリエーション施設の指定管理者の募集要領等について、以下

のとおり質問します。

質問項目

質問内容

１ 質問は、募集要領等のどの部分のものか、該当する箇所が分かるように記入してくだ

さい （例 募集要領○ページの○○行目）。

２ 質問事項は、原則として１件につき１枚とします。

（連絡先）

部 署 名

担当者名

電 話

Ｆ Ａ Ｘ

- m a i lＥ
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様式３号

指 定 管 理 者 指 定 申 請 書

平成 年 月 日

宮崎県企業局長 様

所在地

申請者 団体名

代表者氏名 印

一ツ瀬川県民スポーツレクリエーション施設の指定管理者の指定を受けたいので申請

します。

（添付資料）

１ 事業計画書・収支計画書

２ 定款、寄付行為、規約又はこれらに準ずる書類

３ 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書（３ヶ月以内に取得したもの）

４ 法人以外にあっては、代表者の氏名、生年月日及び住所を記載した書類

５ 直近３事業年度分の決算書類（事業報告書、損益計算書、貸借対照表、財産

目録又はこれに準ずる書類）

６ 団体の概要及び業務内容、実績等が確認できる書類

７ 国税及び地方税に関する納税証明書（未納がないことの証明書 （過去１年）

分）

８ 役員の氏名、生年月日及び住所を記載した書類

９ 誓約書
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（様式第４号）

団体の概要及び業務内容、実績等
平成 年 月 日現在

団体の名称

団体の所在地 〒

県内事務所の名称

県内事務所の 〒

所 在 地

代表者の職・氏名 職 名 氏 名

いずれかを選申請団体の名称 □代表団体

択して下さい（ ）グループの場合 □構成団体

設立年月日

県内事務所従業員数 団 体

（ ）資本金 基本財産

業務概要

主な業務実績

部署名 担当者名

連 絡 先 電 話 ＦＡＸ

E-mail

１ 記入欄が不足する場合は、必要に応じ本様式に準じて追加し作成してください。

２ 業務概要や主な業務実績については、当該内容が記載された団体のパンフレット等の

添付に代えることもできます。

３ グループ応募の場合、構成団体ごとに作成してください。



- 5 -

（様式第５号）

役員の氏名・住所等一覧表

平成 年 月 日現在

団体の名称

役 職 氏 名

１ 生年月日

現 住 所

役 職 氏 名

２ 生年月日

現 住 所

役 職 氏 名

３ 生年月日

現 住 所

役 職 氏 名

４ 生年月日

現 住 所

役 職 氏 名

５ 生年月日

現 住 所

１ 記入欄が不足する場合は、必要に応じ本様式に準じて追加し作成してください。

２ グループ応募の場合、構成団体ごとに作成してください。
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（様式第６号）

グループ構成団体一覧表

平成 年 月 日現在

グループ名称

団体名

代表者 職 名 氏 名

代表団体

所在地

電 話 ＦＡＸ

団体名

代表者 職 名 氏 名

構成団体

所在地

電 話 ＦＡＸ

団体名

代表者 職 名 氏 名

構成団体

所在地

電 話 ＦＡＸ

１ グループ応募の場合のみ提出してください。

２ 記入欄の過不足に関しては、必要に応じ追加、削除して作成してください。
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様式第７号

事 業 計 画 書

１ 申請理由

２ 公の施設に関する基本認識
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３ 管理基準をふまえた管理運営の考え方

４ 住民の平等な利用に関する考え方
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５ 利用者数の目標とその根拠

６ 利用者サービスの向上に関する提案

（利用者サービスを向上させるためのハード面及びソフト面に関する提案を記載して

ください。ＨＰの活用、主催コンペの実施など）
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７ レストラン運営の考え方

（直営委託の別、運営体制、衛生管理、及び価格・メニューなどについての考え方を記

載してください ）。
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８ 施設の維持管理

（具体的な内容、手法を記載してください ）。

次のような項目で記載してください。

１ コース管理

（フェアウェイ、ラフ、グリーン管理などについては、例えば、芝をどの時期

にどの程度刈る又はどのくらいの長さに保つとかの方針、重視するポイント、

具体的な手法、内容などについて記載してください。以下、同様に記載してく

ださい ）。

年間計画表は、別添コース管理年間計画表を参考に作成してください。

２ 建物（附属設備を含む ）。

３ 機械器具、部品等

４ コース外の植栽、花壇

５ 構築物、その他

６ 清掃

７ 労働安全管理

８ ……

… ……
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コース管理年間計画表

…… 概算金額種別 ４月 ５月 ３月 数量計

芝種

グリ－ン

ティー

フェアウェイ

ラフ

その他

小計

肥料（肥料名）

……

……

小計

農薬（農薬名）

……

……

小計

目土、砂

グリーン

ティー

フェアウェイ

バンカー

その他

小計

合計

農薬等の使用については、一ツ瀬川県民スポーツレクリエーション施設に関する農薬の

適正使用実施要領及び環境保全管理協定書に基づき実施する計画にしてください。

なお、農薬の使用計画及び使用実績については、関係内水面漁協、新富町、県企業局な

どで構成する環境保全管理協議会で報告しています。

、 。 。表には その月に使用する数量を記載してください 資材を購入する量ではありません

金額は消費税込みで記載してください。
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９ 要望、苦情への対応方策

１０ 事業運営体制

（１）人員配置の考え方

（ 、 。）実施するに当たり必要な人員や配置 人材育成の考え方を記載してください
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（２）組織図（指揮命令系統がわかるように記載してください ）。

総括責任者 窓口（フロント 、売店 ○○担当 人）

（責任者） ○△担当 人

コース管理 △○担当 人

（責任者）

レストラン △△担当 人

（責任者）

△□担当 人

（３）人員配置計画

ア 常勤

能力・資格
担当業務 年齢層 雇用者の確保方法 備 考

実務経験年数

イ 臨時

能力・資格
担当業務 年齢層 雇用者の確保方法 備 考

実務経験年数

※ 人数分記載すること 「職員年齢層」の欄は、２０代、３０代、……と記載し。

てください。

担当業務は従事する業務を全て記載してください。また、役職名や選任、兼務

の別についても記載してください。

「雇用者の確保」の欄には、申請者が雇用している者（雇用済 、今後雇用を）

予定する者（予定）の別を記載してください。

※ 防火管理者の資格を有する者が必要です。

給油施設を使用する場合は、危険物取扱者の資格を有する者が必要です。
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（４）地域からの雇用についての考え方

（地域から既に雇用している場合及び今後雇用を予定する場合について、その内

容を記載してください。

（５）人員の能力育成について

（コース管理、利用者サービス向上等人員の能力育成の方法などについて記載し

てください ）。
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１１ 外部委託

（施設（レストラン業を含む全ての業務）を管理運営する上で、業務の一部を委託

する予定があればその内容を記載してください ）。

業 務 名 再 委 託 の 理 由

１２ ゴルフ場及び過去の類似事業の実績
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１３ 事故及び災害への対応

（ 、 、 、プレー中の事故や火災 落雷 津波などの予測しうる災害に対する予防措置や

発生したときの対応の仕方、関係先への連絡体制などについて記載するしてくだ

さい ）。

１４ 経営目標が達成できない場合の対応

（指定期間内に経営目標が達成できない場合の対応方策について記載してくださ

い ）。
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１５ 加入する保険の内容

保険の種類 補償の内容

１６ 個人情報保護、情報公開

（施設を運営して行く上で、個人情報保護及び情報公開にどう取り組んでいくのか

について記載してください ）。
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１７ 環境保全への対応

（指定管理者として環境保全を考慮している内容について記載してください ）。

１８ 地域経済への配慮

（地元住民の雇用や地場産品の購入など地域経済への配慮について記載してくださ

い ）。
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１９ 障がい者の就労支援への対応

（障がい者の就労支援への対応について記載してください ）。

２０ その他特に評価を求める事項

（施設を管理運営するに当たって特にアピールしたいことを記載してください ）。
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様式第８号

収 支 計 画 書

（千円）

平成２１年度 平成２２年度 … 平成２５年度 備 考

利用料金収入

レストラン収入収

売店収入 …

入 用具貸出収入

………

収入合計 …

納付金

人件費

支 修繕費

消耗品費 …

出 水道光熱費

………

支出合計 …

差引 …

※ １００万円以上のものについては、別途積算内訳資料等を添付してください。

※ 金額は、消費税込みで記載してください。

準備資金（当初の運転資金）

千円 内訳 自己資金 千円

融資 千円

その他 千円

※ 当初の運転資金として用意できる額について記載してください。

※ 裏付けとなる書類（預金残高証明書、融資証明書等）を添付してください。

機械装置・備品の購入又はリース計画 （千円）

機械装置・備品名 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 備 考

計

※ 金額は、消費税込みで記載してください。
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様式第９号

平成 年 月 日

宮崎県企業局長 様

申 請 者

住 所

名 称

代表者名 印

誓 約 書

当団体が提出した一ツ瀬川県民スポーツレクリエーション施設指定管理者の申請に係る

指定申請書及び添付書類の全ての記載事項については事実と相違ないこと、及び当団体又

は当団体の役員が次に掲げる事項に該当しないことを誓約します。

また、指定申請書及び添付書類の記載事項又は資格要件について疑義が生じた場合は、

企業局長の指示に従って、資格要件等に関する書類を速やかに企業局長に提出すること、

及び企業局長が、関係行政庁に対して調査・照会を行い、資格要件等に関する情報収集を

行うことに同意します。

１ 宮崎県内に事業所を有しない、又は設置することが確実ではない法人等

２ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項各号の規定に該

当する法人等

３ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定による指定の

取り消しを受けた事実がある法人等にあっては、当該処分の日から起算して２年を経過

していない法人等

４ 宮崎県が発注する建設工事の請負又は物品の購入若しくは製造の請負等の契約に係る

競争入札において、入札参加資格停止又は指名停止の措置を受けている法人等

５ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規定による更

生手続き開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる

更正事件（以下「旧更正事件」という ）に係る同法による改正前の会社更生法（昭和。

２７年法律第１７２号。以下「旧法」という ）第３０条第１項又は第２項の規定によ。

る更生手続き開始の申立てを含む。以下「更生手続き開始の申立て」という ）がなさ。

れている法人等（ただし、同法第４１条第１項の更生手続き開始の決定（旧更正事件に

係る旧法に基づく更生手続き開始の決定を含む ）を受けた者が、その者に係る同法第。

１９９条第１項の更生計画の認可の決定（旧更正事件に係る旧法に基づく更生計画認可

の決定を含む ）があった場合にあっては、更生手続き開始の申立てをなされなかった。

ものと見なす ）。

６ 破産法（平成１６年法律第７５号）第１９条第１項又は第２項の規定による破産手続

き開始の申立て（同法附則第３条の規定によりなお従前の例によることとされる破産事

件（以下「旧破産事件」という ）に係る同法による改正前の破産法（大正１１年法律。

第７１号。以下「旧法」という ）第１３３条の規定による破産手続き開始の申立てを。

含む ）がなされている法人等。

７ 平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第２条に
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よる廃止前の和議法（大正１１年法律第７２号）第１３条第１項の規定による和議開始

の申立てがなされている法人等

８ 平成１２年４月１日以降に民事再生法第２１条第１項又は第２項の規定による再生手

続き開始の申立てがなされている法人等（ただし、同法第３３条第１項に定める再生手

続き開始が決定した場合にあっては、その旨を証する書類を提出することにより、再生

手続き開始の申立てをしなかった者又は申立てをされなかった者とみなす ）。

９ 法人等の役員又は経営に事実上参加している者（以下「役員等」という ）に破産法。

（平成１６年法律第７５号）第１８条の規定により破産手続開始の申立て（同法附則第

３条の規定によりなお従前の例によることとされる破産事件（以下「旧破産事件」とい

う ）に係る同法による改正前の破産法（大正１１年法律第７１号。以下「旧法」とい。

う ）第１３２条の規定による破産手続き開始の申立てを含む ）がなされている者、。 。

法律行為を行う能力を有しない者又は禁固刑以上の刑に処せられている者がいる法人等

、 （ ）10 役員等に 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 平成３年法律第７７号

第２条第２号に掲げる暴力団の関係者又は暴力団の関係者と密接な関係を有する者がい

る法人等

国税及び地方税を滞納している法人等11


